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１．沖縄系統の特徴について

○小規模独立系統であり 他系統（他電力）との連系
小規模独立系統である当社は、電源脱

○ 小規模独立系統であり、他系統（他電力）との連系

線が無い。

○ 電源が火力発電（定格35～251MW）のみである。

○ 系統内における常時並列台数が5台 9台と少ない

落事故時には需給バランスが崩れるため、

周波数を維持できず、停電が発生します。

連系線による電力の融通が受けられないこ

とから エリア内で電源脱落事故時の停電○ 系統内における常時並列台数が5台～9台と少ない。

○ 系統規模に対して最大単機容量が大きいため、電源

脱落時の影響が大きい。

とから、エリア内で電源脱落事故時の停電

復旧に必要な調整力を確保する必要があ

り、他社と比べてその必要量は大きくなりま

す。
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【参考】当社の電源脱落事故の対応イメージ

60Hz 沖縄電力系統は小規模独立系統であ
るため、広域の連系系統に比べ、供
給及び需要の変動により、周波数変
動が比較的顕著になる。65Hz
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電源脱落事故。需給バランスが崩
れ周波数が低下。最悪の場合、連
鎖脱落により系統崩壊に至る。

早急に需要と供給をバランスさせ、
周波数を回復させる必要がある。
停電が発生。

周波数が回復。ただし、新たに電
源を並列して、停電を復旧させる必
要がある。

並列した電源により供給力が確保
され、停電が復旧
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○当社の需要想定H3（１３６万ｋＷ）は、全国計（１５，５６３万ｋW）の０．９％となっております。また、最大単機容量２５

１．沖縄系統の特徴について

社 需要想定 （ ） 、 国計（ ， ） な おり す。 、最大単機容

万ｋＷは、需要想定H3 （１３６万ｋＷ）の１８．４％となっております。

最大電源容量（万kW）① 需要想定H3（万ｋW）② ①/②（％）

沖 縄 ２５ １３６ １８．４

９社計 １００ １５，４２７ ０．６

3
【出典】電力広域的運営推進機関 第３回調整力等に関する委員会 資料２



２．年間計画時点で確保する調整力の必要量（固定費）について 【論点 g -ⅰ,ⅱ】

○周波数制御・需給バランス調整に係る固定費について、第7回電気料金審査専門会合の事務局資料における論点を

踏まえて、下記のケース１について、年間計画時点で確保する予備力を算定しております。

ケース１ （認可申請ベースに対し、小売分の仕分けについて再検討を行い算定）

①周波数制御 重負荷期に確保可能な量 ⇒ 日間最大需要時の周波数制御分の確保実績①周波数制御 重負荷期に確保可能な量 ⇒ 日間最大需要時の周波数制御分の確保実績。

②需要見積誤差 過去実績からの算定値 ⇒ 電源脱落との同時発生は稀頻度であるため電源脱落対応分を

活用として０MW。

③電源脱落 エリア内の最大単機容量 ⇒ 並列電源の日間最大出力実績。③電源脱落 リア内の最大単機容量 並列電源の日間最大出力実績。

必要予備力

託送料金

認可申請 ケース１

①周波数制御（GF、AFC） 111MW 83MW

②需要見積誤差対応 47MW －

③電源脱落対応 251MW 213MW
小売・NWの
峻別困難③電源脱落対応 251MW 213MW

合計 409MW 296MW

託送料金
原価 72億円 52億円

峻別困難

託送料金
（固定費）

単価 0.92円/kWh 0.67円/kWh
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２．年間計画時点で確保する調整力の必要量（固定費）について 【論点 g -ⅰ,ⅱ】

○年間計画時点で確保する予備力について、9社と同様の方法により必要量を算定し、ケース2と致しました。

ケース２ （9社と同様の方法にて算定）

昭和６２年の中央電力協議会で行われた計算に基づき、LOLP解析より偶発的需給変動対応分（予備力必要量）

を算出を算出。

必要予備力

託送料金

必要予備力

認可申請 ケース２

①周波数制御（GF、AFC） 111MW 当社の偶発的需給変動対応
に必要な予備力

18.9%
（最大3日平均の
需要に対する比率）

②需要見積誤差対応 47MW

③電源脱落対応 251MW

合計 409MW 263MW

9社と同様な手法
にて算定

合計 409MW 263MW

託送料金
（固定費）

原価 72億円 46億円

単価 0.92円/kWh 0.59円/kWh
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【参考】必要な供給予備力（調整力）の算定（沖縄）

・第7回電気料金審査専門会合の資料４（制度変更等に係る論点について）の「必要な調整力の考え第7回電気料金審査専門会合の資料４（制度変更等に係る論点について）の 必要な調整力の考え
方について」に示された偶発的需給変動分について当社においても、今回、同様の算定方法（ＬＯ
ＬＰ解析）により算定を行った。

・なお、算定については「電力需要想定および電力需給計画算定方式の解説（日本電力調査委員
会）」の手順に基づく単独ケースにて行った。

・ＬＯＬＰ解析により託送料金算定期間であるＨ28～Ｈ30年の３年分を算定したところ下記のとおり当
社における必要供給予備力として263ＭＷ（18.9％）（3年平均）の算定値が得られた。

対象断面 H28年8月 H29年8月 H30年8月 備考

13台 13台
電 源 14台

13台
※GT1台定検

13台
※GT1台定検

平成27年度供給計画

計画外
停止率[%]

5%（運開3年）
2%（他）

5%（運開3年）
2%（他）

2%（全電源） 日本電力調査委員会の調査に基づく

最大3日平均
電力[MW]

1392 1397 1403
・発電端（離島分除く）
・3年平均1397MW

LOLP[日/月] 0.3 0.3 0.3 日本電力調査委員会の指標に基づく

予備力[MW] 264 264 262 263MW（3年平均）

予備率[%] 19.0 18.9 18.7 18.9%（3年平均）
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３．可変費（持替増分費用）について 【論点 h ‒ ⅰ,ⅱ】

○当社の算定方法について○当社の算定方法に いて

当社系統の特殊性から、周波数制御、マストラン、潮流調整の必要性に伴い、持替電力量の重複を回避するた

め、認可申請時には、当社独自手法を採用しておりました。第7回会合にて、独自手法に対するご指摘があり、 9
社と同様な手法により算定いたしました。持替電力量の重複についても、その発生が無いように検討いたしました。

○調整電力量の比率7.9%について

持替調整電力量は、9社と異なり7.9％としております。7.9%は日間最大需要時において分析した周波数制御量
83MWより 日間最大需要の平均1050MWに対する比率として算出しており 当社の系統運用の実態を踏まえて83MWより、日間最大需要の平均1050MWに対する比率として算出しており、当社の系統運用の実態を踏まえて
いることから適切な量だと考えております。なお、沖縄系統の特殊性に伴い、 9社の5%と比較して大きくなっており
ます。

申請値 算定値

原価 ４０億円 ２７億円

単価 0.52円/kWh 0.35円/kWh
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４．電圧調整（マストラン）費用について（マストラン運転の必要性について） 【論点 j ‒ ⅰ,ⅱ】

○落雷や飛来物（悪天候時）、クレーン接触等（平常時）による系統事故が起きた場合、瞬時に系統電圧が低下する事象（瞬時電圧低
下）が発生します それに伴い瞬時電圧低下の影響が大きいエアコンなどが自動的に停止し 需要が減少することで電圧が上昇します下）が発生します。それに伴い瞬時電圧低下の影響が大きいエアコンなどが自動的に停止し、需要が減少することで電圧が上昇します。

○この事故時の急峻かつ大幅な電圧変動に対しては、流通設備（調相設備：電力用コンデンサや分路リアクトル）では瞬時に電圧調整に
対応することはできないため、電源による高速な電圧調整機能にて対応する必要があります。

○電源には、電圧源として瞬時電圧低下の抑制による負荷脱落量の低減効果や、自動電圧調整機能による事故後の系統電圧の上昇を
抑制する働きがあります抑制する働きがあります。

○沖縄系統は、中北部地域に電源の大部分が立地し、那覇・南部地域に需要地が集中しており、この間を２つの基幹系統で繋いでいる
という特徴があります。沖縄本島需要の約６５％を占める那覇・南部地域は、事故時の電圧変動は大きく急峻であるため、需要地に近い
牧港電源にて対応する必要があります。

事故発生
①系統事故発生により瞬時電圧低下が発生
※瞬時電圧低下により負荷が脱落

②需要減少に伴 系統電圧が上昇

○系統電圧を適正に維持し、電力の安定供給や品質維持のため、那覇・南部地域に近接する牧港発電所の電源を常時並列（マストラン
運転）とする必要があります。

系統
電圧

①’

①
②

中北部

需要の65%が集中する
那覇・南部地域に近接する
牧港火力発電所の電源の
マストラン運転が必要

②需要減少に伴い、系統電圧が上昇

時間t

発電機
無効電力

①
②’

金武火力

牧港火力

牧港火力
吉の浦火力具志川火力

金武火力金武火力
石川火力

3 5
66kV電圧上昇幅

発電機の自動電圧調整（無効電力による電圧制御）
①’ 自動電圧調整により瞬時電圧低下を抑制
※負荷脱落量を抑制

②’ 需要減少に伴う電圧上昇を抑制
※電力品質の維持 設備 の影響低減牧港火力

吉の浦火力

吉の浦火力

吉の浦火力具志川火力

中南部 1 0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5 ※電力品質の維持、設備への影響低減

事故時の電圧減少に伴う系統電圧の
中南部

88

0.0

0.5

1.0

石川66kV 牧港66kV 那覇66kV

上昇幅は那覇・南部地域が大きい



４．電圧調整（マストラン）費用について 【論点 j ‒ ⅰ,ⅱ】

○当社の算定方法について○当社の算定方法について
マストラン運転に係る費用については、小売電源および周波数制御等の機能も同時に担っている場合を考慮し
まして、電圧維持のために並列した電源の最低出力に、可変費（持替増分費用）の算定と同様に１／２を乗じて
算定を行っております。
算定式は以下のとおりです算定式は以下のとおりです。

Σ（対象時間×最低出力×１／２×単価差）

※採録期間は電源構成の変化を考慮し平成26年度のみとしました。

※単価差は当該発電所と次に安価な発電所との単価差を用いました。

定格出力

認可申請値 算定値

周波数制御分 最低出力
原価 ３０億円 １０億円

単価 0.39円/kWh 0.13円/kWh

電圧調整分
（マストラン分）

(GF切)

ＮＷ分
（１／２）
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５．ＬＮＧに関する運用制約について 【論点ｂ－ⅱ】

ＬＮＧの期間契約により十分な燃料の数量を確保できていることから、ＬＮＧ火力の出力を抑制して石の期間契約により十分な燃料の数量を確保できている とから、 火力の出力を抑制して石
油火力に持ち替える断面はございません。

また、港湾当局との荷揚量の制約、港湾や海路の混雑等の制約、その他自治体・漁協等との協定に
おいても、運転の制約となることはございません。

LNG数量の余裕＝月首の在庫－燃料消費量（実績）

平成２６年度 吉の浦火力（当社ＬＮＧ発電所） 燃料消費実績

120,000

燃料消費量(H26年度実績）

月首の在庫
タンク上限： 11万t
（タンク運用上限5.5万t×2基）

※ 受入前の在庫が少ない時期においても、燃料消
費量の実績に比べて十分な在庫が確保されてお
り、出力抑制が発生する状況にはありません。

60 000

80,000

100,000

数
量
（
t）

燃料受入
燃料受入

燃料受入

0

20,000

40,000

60,000

L
N
G
数 燃料受入

（単位： t）0

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年計

燃料消費量 14,888 15,227 23,618 22,419 17,133 20,573 15,895 14,128 15,882 18,156 18,586 18,357 214,862

（単位： t）
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６．その他の費用について 【論点 k ‒ ⅰ】

○潮流調整○潮流調整

可変費の算定を9社と同様な方法で行った場合、悪天候時の持替電源の特定が困難なため、持
替増分費用の内数として整理しております。

申請値 算定値

原価 １億円 -

単価 0.08円/kWh -

○ブラックスタート

ガスタービン発電機をブラックスタート対象設備とし費用算定を行っていましたが、事務局のご

申請値 算定値

機
指摘を踏まえ、ディーゼル発電設備を対象設備として再算定を行っております。

申請値 算定値

原価 ６億円 ０．２億円

単価 0.08円/kWh 0.00円/kWh

11



【参考】当社の算定結果

○当社の算定結果は以下のとおりです○当社の算定結果は以下のとおりです。

当社算定値 申請値

調整力コスト
原価
(億円)

単価
(円/kWh)

【固定費】
４６ ０ ５９

原価
(億円)

単価
(円/kWh)

７２ ０ ９２周波数制御・
需給バランス
調整

【固定費】
予備力１８．９％（２６３MW）で試算

４６ ０．５９

【可変費】
調整電力量７．９％で試算

２７ ０．３５

７２ ０．９２

４０ ０．５２

その他

【電圧調整（マストラン）】
マストラン電力量（最低出力）と
調整電力量（可変費）との差分

１０ ０．１３

【潮流調整】

３０ ０．３９

その他 【潮流調整】
可変費の内数

- -

【ブラックスタート】
ディーゼル発電機のみ計上

０ ０．００

１ ０．０２

６ ０．０８

合計 ８３ １．０７ １５１ １．９４
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[MW]

【参考】沖縄系統における系統運用の実態（電源脱落事故）

【電源脱落事故時の需要変動】1200
[MW] 【電源脱落事故時の需要変動】○電源脱落事故

不具合による電源脱落事故により、

総需要の約2割（206MW）に相当する
出力が減少し 系統周波数も大幅に低

1100
出力が減少し、系統周波数も大幅に低

下。系統安定のため停電が発生（約

180MW）。

1000
運転中の発電機が脱落。
約180MWの停電が発生。

900

総需要
800

発生日時 ： 平成１８年１０月１０日

１４時４８分発生

脱落電源 ： 金武1号機（206MW）

700事故原因 ： 機器の不具合

供給支障 ： 約１８０MW（約１６%）

600

0:00 6:00 12:00 18:00 0:0024:00
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【参考】沖縄系統における系統運用の実態（電源脱落事故）

○電源脱落事故

①：不具合により 運転中の発電機（206MW）が脱落。
②：周波数を維持できず系統安定のため停電が発生。

【電源脱落事故時の周波数変動】

①

③：部分負荷ユニットなどを増出力や短時間で並列可能
なガスタービンなどを活用し、停電を復旧。

③

④

②

④

②
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[MW]

【参考】沖縄系統における系統運用の実態（雷による送電線事故）

【送電線事故による需要変動】
1400

[MW] 【送電線事故による需要変動】
○雷による送電線事故
落雷による送電線事故が発生。瞬時電圧

低下により総需要の約1割（140MW）が瞬時

に脱落し 周波数が急上昇した
1300

送電線事故発生。

に脱落し、周波数が急上昇した。

1200約140MWの負荷が脱落。

1100

総需要

1000

発生日時 ： 平成２３年７月２５日（月）

１０時５６分発生

系統事故 ： 大山瑞慶覧幹線、
900

系統事故 ： 大山瑞慶覧幹線、

普天間分岐線１号

事故原因 ： 落雷（雷注意報発令中）

需要減少 ： 約１４０MW（約１１%）

※瞬時電圧低下により負荷脱落 800

0:00 6:00 12:00 18:00 0:00

※瞬時電圧低下により負荷脱落
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【参考】沖縄系統における系統運用の実態（雷による送電線事故）

①：事故に伴う瞬時電圧低下により負荷脱落および周波数上昇。（１）雷による送電線事故

【送電線事故による周波数変動】 ②：周波数を抑制するため発電機を減出力。

③：瞬時電圧低下により脱落した負荷の戻り（約50MW / 4分）。

④：②の減出力と③の負荷の戻りが相俟って周波数低下。負荷制限を実施。
②

①

③
④

牧港

③

石川

69.0

［KV］

【送電線事故による電圧変動】

瞬時電圧低下に伴う負荷脱落

系統電圧の上昇幅は那覇・

南部地域が大きい

石川

那覇

石川66kV母線電圧

67.0

67.5

68.0

68.5
［KV］

2.5

3.0

3.5
66kV電圧上昇幅により系統電圧が急上昇

牧港66kV母線電圧

那覇66kV母線電圧
65.0

65.5

66.0

66.5

0.5

1.0

1.5

2.0

64.0

64.5

10:54 10:56 10:58 11:00 11:02 11:04 11:06 11:08 11:10 11:12 11:14

［時:分］ 0.0

0.5

石川66kV 牧港66kV 那覇66kV
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【参考】沖縄系統における系統運用の実態（台風）

○台風時の系統状況

1300発生日時 ： 平成23年5月28日～29日 【台風時の需要変動】

台風襲来に伴い、配電線事故や送電線事故が多発。数時間の間に総需要の約6割（670MW）が減少。下げ代が
不足し、急遽、発電機解列を実施したものの、需要減少に追い付かず、系統周波数が上昇した。

1100

1200
台風2号

需要減少 ： 約670MW（60％超）

【台風時 需要変動】
供給力

900

1000

[MW]

700

800

900

600

700

総需要

400

500
需要が大幅に減少（約670MW）。
特に21時～23時までは520MW/2時
間と減少率が大きい。

300
0:00 6:00 12:00 18:00 0:00 6:00 12:00 18:00 0:0024:00
5/28 5/29
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【参考】沖縄系統における系統運用の実態（台風）

○台風時の系統状況

800

61.2

61.3
総需要（MW)周波数（Hz） H23/5/28-29 台風2号

【台風時の周波数変動】

台風時 系統状況

700

750

60.9

61.0

61.1

周波数

台風接近に伴い配電線事故や幹線事
故が多発し、供給支障や瞬時電圧低下
による負荷脱落によって需要が急激に減
少。下げ代不足で発電機の出力調整が
追い付かず 周波数が大きく変動

600

650

60 5

60.6

60.7

60.8 追い付かず、周波数が大きく変動。

550

600

60.2

60.3

60.4

60.5

450

500

59.9

60.0

60.1

350

400

59.5

59.6

59.7

59.8

総需要

35059.5
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